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地球環境局地球温暖化対策課

１．事業の概要

京都議定書の第一約束期間（2008年～2012年）における我が国の温室効

果ガス６％削減約束の達成のため、及び第一約束期間以降のＣＯ２削減の

ためには、再生可能エネルギーの導入を加速することが極めて重要である。

そこで、地域のエネルギー需要を再生可能エネルギーである程度まかな

うことにより、ＣＯ２削減を地域全体で進めるため、再生可能エネルギー

の地域における集中的な導入を支援し、「再生可能エネルギー導入拠点地

域」といった先進的な取組を全国に普及させる。

具体的には、再生可能エネルギーの導入事業を地球温暖化対策推進法に

基づく地球温暖化対策地域推進計画又はこれに相当する計画に地方公共団

体が位置付け、当該計画を国が計画エリアのＣＯ２を相当程度（民生部門

の１０％）削減できるよう集中的に再生可能エネルギーを導入（複数）す

る計画として認定する。当該計画に位置付けられた再生可能エネルギー導

入事業の事業主体となる民間事業者に対し、計画の達成に必要な施設整備

費の一部を補助する。

＜想定される事業例＞

・太陽光発電、風力発電、バイオマスエネルギー、地域の廃熱などを供

給する事業

２．事業計画

○補助対象：民間

○補 助 率：１／２

○補助基本額及び件数：２５，０００万円×３件

○事業期間：１７年度～２１年度

※１７年度は３カ所程度、５年間で４７カ所（各県に１カ所を目標）

３．施策の効果

「再生可能エネルギー高度導入拠点地域」という先進的な取組を全国的

に展開することにより、再生可能エネルギーの普及を加速させ、その導入

量が増大し、抜本的なＣＯ２削減を可能とする。

４．その他

当該事業は環境省と経済産業省で連携し、計画の認定を共同で行い、連

携して支援を行う。
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